
平成20年３月橋本市議会定例会会議録（第３号）の４ 

平成20年３月11日（火） 

                                           

○議長（中上良隆君）順番10、21番 上久保

君。 

〔21番（上久保 修君）登壇〕 

○21番（上久保 修君）ただ今議長のお許し

をいただきましたので、通告に従い一般質問

をさせていただきます。 

 今議会では、２項目の通告をさせていただ

きました。１点目として、本市の危機管理意

識についてどのように考えているのか、また、

避難場所の防災機能と整備状況についてお尋

ねをいたします。 

 今、全国各地で国民生活の基盤となる「安

心・安全の確保」が大きな課題となっている

中、特に大規模地震の発生に備えたさまざま

な対策が検討されています。本市も当然いろ

いろな取り組みをされているのは理解できま

すが、災害時を想定したとき、取り組みにつ

いてはいまひとつ危機管理意識が感じられま

せん。 

 合併後２年を経過した中で、このほど橋本

市長期総合計画が策定されました。私も拝見

いたしましたが、まちづくりの基本施策の中

で確かに市民の安心・安全について述べられ

ておりますし、考えているようです。これに

ついてどのように推進するのかよくわかりま

せん。特に、危機管理体制を強化するとあり

ますが、本市の機能では指揮、統括系統がは

っきりしていないのではないでしょうか。 

 この点について、私は平成18年９月議会で

も、危機管理室の設置を急ぐべきとお尋ねを

いたしました。市長は次のように答弁をされ

ております。「さまざまな危機に対して迅速・

的確な初動体制を行うことが大変重要である

と思ってございます。また、職員一人ひとり

が常に危機管理意識を持って業務を行う。危

機管理を行うには、各部局、関係機関との連

携を日ごろから密接に行う必要がある」と答

弁された上で、「危機管理室については今後の

検討課題とさせていただきます」と答弁され

ておりました。 

 あれから１年６カ月が経過いたしました。

初動体制について、依然として指揮、統括系

統がはっきりしていないように思うのですが、

いかがでしょうか。今まで検討されてきた経

緯を説明願いたいとの思いから質問をいたし

ましたので、以下、幾つかの内容についてお

尋ねをいたします。 

 まず、①災害時を想定したとき、本市の危

機管理システムはどうあるべきとお考えなの

か。現在の機構では無理があるように思う。

安全なまちづくりを推進するためには、危機

管理体制を強化することは大変重要になって

きます。再度、危機管理室を市長直轄の組織

で立ち上げるべきと考えますが、どう検討さ

れてきたのかお伺いいたします。 

 ②市民の方が避難をする場合、避難場所に

指定されている小・中学校の防災機能の整備

について、次の６点をお尋ねいたします。 

 まず、（１）耐震を知るために、文部科学省

の指針ではＩＳ値、いわゆる耐震指標の評価

では0.7以上に保たなければならないとあり

ます。この問題についても、旧橋本市におい

て、平成14年９月議会で避難所の耐震診断を

実施すべきであると提案いたしました。さら

に、同12月議会でも取り上げて、まず学校施

設の耐震化を急ぐべきであると申し上げまし

た。 

 その後、当局は平成15年度から一次診断の

実施を始めていただき、平成17年度には一次

診断を終えていると聞いております。現在で
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は、一昨年の平成18年度から二次診断を実施

し、平成20年度までには診断を終えると聞い

ています。平成14年の時点で診断すべき建物

としては、昭和56年以前の建物が８校22棟あ

りました。その後、合併によりまして11校33

棟になり、二次診断を終えるのにあと１年と

迫ってまいりました。 

 ただ、平成19年９月議会で同僚議員の質問

もありました。その折に、その時点でＩＳ値

が0.3以下の建物が２棟あると答弁されてお

りましたね。当然、すぐ対応を考えなければ

安全性に問題があると思いますが、依然とし

て何の計画も示していない。すべての対象棟

の二次診断を終えてから検討に入るのでは、

対応が遅いのではないでしょうか。現実問題

として、２棟については早急に設計を始めて

いなければなりません。児童生徒がその学校

で今でも授業を受けていて、子どもたちの安

全性に当局は危機感を覚えないのでしょうか。

平成20年度の当初予算を見ても、設計の予算

も上げていないのは不思議でなりません。当

局は、危機管理意識をどのように考えている

のか。そこで、現在までの二次診断の進捗状

況をお伺いします。 

 （２）診断結果による耐震改修の実施計画、

特に現時点で他の自治体では、点数をつけて、

優先順位をつけまして推進計画を立てている

ところもあります。この優先順位は策定され

ているのでしょうか。先ほども申し上げまし

たように、既に耐震値が低い２校２棟につい

ては最優先すべきと考えますが、いかがお考

えなのかお伺いします。 

 ここで、全国の先進地の一例を紹介いたし

しますと、岐阜県羽島市は人口６万8,549人、

本市とよく似ております。羽島市では耐震化

推進計画を立てまして、平成18年度から平成

21年度の４カ年で耐震補強を既に実施してお

ります。これは国の耐震化の実施に沿って、

国も18年度から５カ年でやるように推進して

いるそうでございます。ここはそういうふう

にして実施しております。特に優先順位づけ

として五つを設けております。一つは耐震性

能に基づく危険度、二つ目は建物の種類、三

つ目は小・中学校別、四つ目に学校の規模、

五つ目には地域の状況の５項目による判定基

準を設定し、点数により順位を決めておりま

す。当然、補強工事に合わせた大規模改造工

事は、厳しい財政状況を考慮し、基本的には

行わないとしておりますが、必要最小限度の

改修は行うとしています。耐震診断によりＡ

ＢＣＤＥの５区分に分けて、ＩＳ値の低い結

果をもとに振り分けて改修計画を立てていま

す。本市も早急に策定すべきと考えますが、

いかがでしょうか。 

 （３）防災機能の整備の状況の中で防災倉

庫の設置は全国で今、27％設置しております。

自家発電設備は14％、水を確保するための浄

水設備は27％と、考えようによってはまだま

だ低い整備状況ですが、違った目から見れば、

ここまで進んできていると私は感じました。

本市はどのような状況なのでしょうか。 

 （４）学校施設の利用における避難所の運

営方法は考えているのですか。例えばマニュ

アルのようなものは作成をされているんでし

ょうか。 

 （５）避難所として指定された場合、教育

活動に支障を来すわけで、早期に従前のよう

に再開するための対策はどのように考えてい

るのかお聞かせいただきたい。 

 （６）自動体外助細動器―ＡＥＤをすべて

の学校施設に設置すべきと考えますが、いか

がでしょうか。今議会の市長の説明では、中

学校７校と一部の公共施設に設置するとあり

ました。避難場所に利用されることを考える

のであれば、小学校施設にも考慮すべきであ

る。児童生徒の応急処置はもちろん、学校周
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辺住民のためにも考えれば当然配置すべきで

ある。 

 市営住宅の管理運営と住宅困窮者に対して、

本市はどのように考えているのか、以下の点

をお聞きいたします。  私はこのＡＥＤの問題についても、平成15

年９月議会においても質問をいたしました。

当時は、使用規定の改正により普及し始めた

ばかりでありました。急激に普及し始めた要

因は、愛知県の愛知万博のときに人命救助と

して広く認識されました。現在ではテレビ等

で数多く取り上げられ、最近では東京マラソ

ン大会において、昨年から学生ボランティア

によるバイク隊を結成し、去年は人命救助に

貢献したとありました。今ではＡＥＤと言え

ばわかるようになり、急激に普及しています。

本市も避難場所に指定の学校施設は最優先す

るべきと考えますが、いかがお考えでしょう

か。 

 １、現在、全戸数927戸の中で利用できる戸

数は何戸ありますかとお尋ねしようと思って

おりましたら、昨日同僚議員の質問に対して、

平成20年２月現在で入居戸数は792戸あると

答弁されました。また、利用不可戸数の件に

ついても、答弁では127戸であることがわかり

ました。ここでは利用不可戸数の取り扱いに

ついて、どのように考えているのか再度お聞

きをいたします。 

 ②建設年数から見て、既に耐用年数が過ぎ

ている建物の建て替え時期や改修計画、優先

順位をどのように考えているのか。 

 ③市営住宅は公募により審査され、決定し

ていますが、「入居できる戸数が少な過ぎる」

と絶えず、市民の方からよく指摘をされます。

本市は住宅困窮者の方々に対してどのように

考えているのか、お聞きをしたい。年間を通

じて公募回数が２回は少ないように思います。

当然入居可能な戸数が出ればすぐ対応できる

と思いますが、いかがでしょうか。半年に１

回を、その都度申し込みできるよう公募を行

うべきと考えますが、いかがでしょうか。 

 ③学校施設以外の避難場所の防災機能の整

備について。同じように、（１）公民館や公共

施設等の耐震診断の実施状況、進捗はどのよ

うに進んでいるのか。（２）診断結果による耐

震改修の実施計画について、ここも優先順位

について策定されているのか。（３）防災機能

の整備状況と避難場所の運営マニュアルなど

作成されているのか。（４）ＡＥＤの設置は、

当然周辺住民や避難住民のために設置を考え

るべきである。今議会で設置される説明以外

の状況を答えていただきたい。 

 ④本市の人口から見て、住宅困窮者に提供

できる戸数は確保されているのか。どのよう

な考え方をお持ちなのか。ストック計画では

増設なのか縮小なのか、お聞きをしたいと思

っておりましたら、これも同じく、昨日の答

弁では、当初のストック計画の人口が７万

9,000人に対して、計算すれば37戸の増設であ

るが、長期総合計画の中では、人口フレーム

を平成29年には６万7,000人としているため

減少傾向にあるとのことでした。必要戸数に

ついては今後検討し、計画すると答弁されて

おりましたので、ここでは、公営住宅法から

見て人口に対する適正な戸数をお聞きいたし

 ④避難場所の施設に必要な情報提供。今、

行政防災無線を設置していただいております

が、それ以外、情報収集についてもどのよう

に考えているのかお伺いいたします。 

 ⑤避難場所の食料・生活用品の必要数の確

保と、その他物資の供給体制はどのようにな

っているのか。配置場所を含め、説明願えま

すか。 

 次に、２項目の質問ですが、質問の内容の

中で、昨日同僚議員も質問されていますので

注意してお聞きいたします。 
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ます。 

 ⑤入居者の公平性についてどう考えておら

れるのか。家賃の徴収に対して、入居者すべ

ての方々には公平な徴収でなければなりませ

ん。それが、何らかの理由で滞納されている

方があると聞いています。滞納者に対する徴

収のあり方について、検討する必要があると

考えますが、何か考えをお持ちなのかお聞か

せ願いたい。 

 今議会でも徴収のことについては説明され

ておりましたけども、ある自治体では、徴収

プロジェクトを組織しまして成果を上げてい

ると聞いております。本市ではどのように取

り組んできたのか。現在の体制で十分といえ

るのでしょうか。市の財政状況を考えれば、

徴収率を上げるためにさまざまな取り組みを

検討すべきと考えます。このような状況で、

果たして正規に納入されている方々や市民の

皆さまから見て、理解がいただけるのでしょ

うか。お考えをいただきたい。 

 ⑥旧橋本市議会での一般質問、平成15年12

月議会においてお聞きいたしましたが、再度、

民設公営の借り上げ住宅制度についてお尋ね

をいたします。住宅困窮者の要求に、現在の

状況から見て、果たして十分な対応といえる

のでしょうか。将来の財政面を考えれば、こ

の制度も再度検討する価値はあると考えます

が、いかがお考えでしょうか。 

 ⑦入居条件の選考基準においては、地域の

実情や入居希望者の困窮事情をよりきめ細や

かに考えるべきである。例えば高齢者世帯向

け、母子・父子家庭世帯向け、若年、青年既

婚者向け、障害者世帯向けのように住宅を考

えてはどうか。条件の見直しも含めてお尋ね

をいたします。 

 ⑧現在、入居者への配慮について、快適な

住環境と建物の状態を確認するため、定期的

な調査は管理上すべきと考えますが、現在ど

のように対応しているのかお伺いいたします。 

 最後に、⑨民間賃貸住宅を活用した家賃補

助について、また民営住宅の借り上げ制度ほ

か、住宅困窮者に助成制度の考え方もありま

すが、一つの提案として検討していただけま

すでしょうか。 

 以上で１回目の質問とさせていただきます。

明快なる答弁、よろしくお願いします。 

○議長（中上良隆君）21番 上久保君の一般

質問に対する答弁を求めます。 

 教育長。 

〔教育長（森本國昭君）登壇〕 

○教育長（森本國昭君）公立小・中学校にお

ける耐震診断の進捗状況についてお答えをい

たします。 

 橋本市立の小学校は14校、中学校は７校の

21校あります。棟数では、屋内運動場（体育

館）も含め、小学校41棟、中学校33棟の計74

棟あります。このうち、新耐震設計法（昭和

56年６月施行）前の基準により建てられた学

校は、小学校で６校17棟、中学校で５校16棟

の合計11校33棟ございます。 

 耐震診断の状況ですが、旧橋本市では平成

15年度より３カ年計画で一次診断を実施し、

平成18年度より同じく３カ年計画で二次診断

を実施しております。一次診断の結果、構造

耐震判定指標であるＩＳ値が最低で0.33、最

高は1.94で、二次診断の必要がない0.8以上の

棟は１棟で、補強済みという形で公表されて

おります。ちなみにＩＳ値が低いのは窓側と

廊下側の面となっています。二次診断は20年

度で終了の計画をしておりますが、18年度で

実施した３校の最低ＩＳ値は0.22、最高は

1.24となっております。 

 次に、耐震改修の実施計画でございますが、

20年度で二次診断が終了した時点で、ＩＳ値

が低い学校より優先順位をつけ、計画を策定

する予定ですが、耐震補強工事には多額の経
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費がかかることから、市長部局と十分協議の

上、耐震補強工事計画を進めていきたいと考

えています。 

 また、教育委員会内部では、18年度より立

ち上げた教育改革プランの一つである安全安

心プロジェクトの中で、学校等における防災

に関して市長部局との協議を残していますが、

学校施設が避難場所になった場合のマニュア

ル（案）を作成しております。 

 また、学校施設へのＡＥＤ設置については、

平成20年度に市内公立中学校へＡＥＤを設置

するための予算計上を行っております。議員

ご指摘のとおり、学校は避難場所として、ま

た多くの社会体育団体が使用している場所で

もありますので、計画的にＡＥＤを設置する

よう進めたいと考えております。 

 いずれにいたしましても、学校施設は児童

生徒が１日の大半を過ごす活動の場であると

ともに、非常災害時には地域住民の応急避難

場所としての役割も果たすことから、より安

全性の確保は特に重要と認識しておりますの

で、今後とも安全・安心な学校施設整備に努

めてまいります。 

○議長（中上良隆君）企画部長。 

〔企画部長（吉田長司君）登壇〕 

○企画部長（吉田長司君）次に、危機管理体

制を強化する市長直轄の組織についてですが、

大きな災害が発生したとき、被害を最小限に

抑えるためには、自分自身を守る「自助」、隣

近所の相互連携による「共助」、消防などの公

共機関による救助・支援などの「公助」がそ

れぞれ最大限に機能を発揮することが重要で

す。また、市民の安全・安心を守るためには、

さまざまな危機に対して迅速・的確な初動対

応を行うことが必要です。そのためには、職

員一人ひとりが常に危機管理意識を持って業

務を行うことが重要であり、また総合力を発

揮した危機管理を行うには、各部署、関係機

関との連携を日ごろから密接に行う必要があ

ります。これらのことを踏まえ、当面現状の

体制の中で最大限の取り組みを行ってまいり

たいと考えております。 

 議員おただしの危機管理体制の強化を図る

ために、市長直轄の組織の設置の可否につい

ては、将来予定している機構改革に合わせ検

討してまいりたいと考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

○議長（中上良隆君）総務部長。 

〔総務部長（中山哲次君）登壇〕 

○総務部長（中山哲次君）それでは、続きま

して避難場所に指定されている小・中学校に

おける防災機能の整備につきましては、災害

時の活動拠点となる地区公民館に災害用物資

の保管ができるよう、備蓄場所の検討を行っ

ているところであります。 

 また、自家発電設備につきましては、現在

７台保有していますが、災害時には地区公民

館単位に適正配備ができるよう、取り扱い業

者との応援協定の検討を進めております。 

 浄水設備については、浄水器による水の確

保をするとともに、不足する分については、

市内の水資源を有する飲料水メーカーと応援

協定の締結に向けて取り組みを進めています。 

 また、地域内における防災機能の向上を図

るため、自主防災組織による資機材の充実や

井戸水等の確保が必要と考えております。 

 次に、避難所の運営方法については、先日

県より避難所運営マニュアルのモデル案の例

示がありましたので、それに基づいて作成し

ていきたいと考えております。 

 次に、災害発生時におけるＡＥＤ設置につ

いては、取り扱い業者との応援協定も含め、

今後検討してまいります。 

 次に、被災者の避難所として使用している

教育施設の早期開放については、被災者のた

めの応急仮設住宅の整備が特に重要と考えて
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いますので、早期着工をするための市所有地

や市開発公社用地、及び民間住宅開発用地の

土地も含め、用地確保できるよう計画を進め

てまいりたいと考えています。 

 続きまして、学校施設以外の避難場所の防

災機能の整備についてのご質問でございます

が、中央公民館や公共施設の耐震診断の実施

状況でございますが、中央公民館や図書館を

含む橋本市教育文化会館は、昭和50年７月完

成で、平成20年度に耐震二次診断を実施する

こととしております。他の地区公民館等につ

いては、厳しい財政状況の中、現在計画して

おりませんが、将来において計画していく必

要があろうかと考えております。 

 次に、市役所庁舎につきましては昨年10月

24日より第二次耐震診断を行っておりますが、

診断結果につきましては、本年３月末に補強

計画案とともにその結果の報告が出ることに

なっております。 

 今後の改修計画につきましては、耐震診断

実施結果をもとにリストを作成するとともに、

具体的な数値目標を設定し、緊急性の高い施

設から、財政状況を見ながら耐震性の確保に

努めたいと考えております。 

 次に、災害発生時における防災行政無線以

外の情報収集等については、拠点避難場所に

職員を配置するとともに、地域においては自

主防災組織等のネットワークづくりを確立し、

情報提供及び情報収集を行います。 

 続きまして、食料・生活用品についてであ

りますが、東南海・南海地震の被害想定では、

避難所生活は6,000人ぐらいと想定をしてお

り、それに基づいて現在、非常食２万2,000

食、水1.5ℓ入り3,900本等を備蓄してございま

す。また、災害発生時に備え、商工会議所、

商工会、市内スーパー、ＪＡ紀北かわかみ農

協等、近隣市との応援協定を締結しておりま

すので、ご理解のほどよろしくお願いいたし

ます。 

○議長（中上良隆君）建設部長。 

〔建設部長（坂本信良君）登壇〕 

○建設部長（坂本信良君）上久保議員のご質

問にお答えをいたします。 

 まず、１点目のご質問につきましては、過

日の一般質問で答弁させていただいたとおり

でございますが、その中で政策空き家として

の101戸につきましては、橋本市営住宅ストッ

ク総合活用計画を作成中でありますので、財

政状況を勘案し、検討を加えていきたいと考

えてございます。 

 ２点目のご質問につきましては、本市の市

営住宅は36団地927戸、その中で、木造及び簡

易耐火平屋建て合わせて計16団地397戸が耐

用年限を経過しており、その割合は43％にな

っております。現在、市営住宅ストック総合

活用計画の作成作業を進めておりますが、そ

の中で建て替え、個別改善、維持保全、用途

廃止等の活用手法を検討しながら進めてまい

りたいと考えております。 

 ３点目のご質問につきましては、限られた

財政状況の中で、既存入居者の住宅修繕を優

先的に考えることにより、入居募集住宅にお

いては空き家修繕費が少額で済む住宅を抽出

して行っております。財政状況から現状どお

り年２回の公募を行ってまいりたいと考えて

おります。 

 ４点目のご質問につきましては、橋本市長

期総合計画と計画整合を図った市営住宅スト

ック総合活用計画を進めておりますが、前計

画を参考に計画人口のみで推計しますと818

戸となりますが、現有管理戸数927戸でござい

ますので、109戸の減となります。なお、詳細

につきましては、ストック総合活用計画で市

営住宅の必要戸数が算出されることとなりま

す。 

 ５点目のご質問につきましては、現在、市
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営住宅家賃の滞納整理には２名の担当職員を

配置し、電話督促、督促状、催告状を送付す

るとともに、昨年４月より本年１月までの10

カ月間で1,782回の訪宅を実施する中で、返済

指導や夜間徴収等の徴収努力をいたしており

ます。今後とも限られた人数の中で、訪宅徴

収のより一層の強化を図り、家賃納付の公平

な負担を強く滞納者に求め、悪質滞納者に対

しては、今後とも法的な措置を視野に入れて

より一層の滞納整理を努めてまいります。 

 ８点目のご質問につきましては、現在限ら

れた担当職員で日常の入居者対応や維持管

理・修繕等に当たっておりますが、市営住宅

の老朽化等により物件費が増加しており、経

費節減方策が課題であります。また、入居者

の高齢化の進行や市営住宅の老朽化等により、

管理業務量は今後も増加すると考えられます

が、快適な住環境の維持に努めてまいりたい

と思っております。 

 ９点目のご質問につきましては、市の独自

政策として取り組むことを前提とした考え方

として、用途廃止した団地の土地処分金を原

資として、土地から生まれる利益で住宅困窮

者に対する家賃補助を行う制度も考えられま

す。この場合、市営住宅の建設、民間住宅を

借り上げることもなく、個々の世帯の経済状

況や住宅事情に合わせて補助するシステムと

なることが想定されますが、個人施策である

ためさまざまな課題も考えられます。 

 ６点目のご質問につきましては、借り上げ

住宅制度は、新築や既存に限らず、公営住宅

として借り上げる住宅要件としては公営住宅

等整備基準に適合する必要があります。借り

上げ住宅は、市営住宅として20年を期間とす

る借り上げ賃貸契約を結ぶことになっており

ます。費用対効果の面から新築住宅が効果的

であり、既存住宅の借り上げは、整備基準に

照らし合わせましても、国の補助基準が厳し

く該当しないようであります。  いずれにしましても、市営住宅ストック総

合活用計画が策定された後において、行財政

改革の一環として検討を加えていきたいと考

えております。 

 いずれにいたしましても、収支の比較や、

将来の市営住宅需要の動向等を留意しまして、

現在作成中の市営住宅ストック総合活用計画

と調整を図りながら、民設公営住宅の借り上

げ住宅制度について検討してまいります。 

○議長（中上良隆君）この際、１時まで休憩

いたします。 

 ７点目のご質問につきましては、現在、市

営住宅入居募集を行う際は、同一団地におい

て２戸以上の募集を行う場合、そのうちの１

戸については、高齢者世帯、身体障害者等の

裁量世帯、母子・父子世帯、18歳未満の３人

以上の児童のいる多子世帯、配偶者から暴力

に係る被害者世帯の枠を設け、優先的な取り

扱いを行う配慮を行っております。 

（午前11時55分 休憩） 

                     

（午後１時00分 再開） 

○議長（中上良隆君）休憩前に引き続き会議

を開きます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

 上久保君、再質問ありますか。 

 21番 上久保君。 

 なお、設備面につきましては、今後、市営

住宅ストック総合活用計画作成後、建て替え

及び改修計画を行う際には、高齢者や身体障

害者対応等、多様化する入居特性に適応した

計画を検討してまいりたいと考えております。 

○21番（上久保 修君）午前中はいろんなと

ころで答弁ありまして、済みませんでした。 

 再質問をさせていただくんですけども、全

部聞いておりますと時間がありませんので、

まず、最初の危機管理意識について。これ私

－85－ 



も以前もお聞きして、内容的には同じような

答弁をいただいたのかなというふうに思って

います。いろいろとパソコン等で検索いたし

ましたり、いろんな方にお聞きしていますと、

今、和歌山県とかその周辺をとりましても、

高知沖で起きるであろう南海の地震とかいろ

んな脅威が言われています。特に県とかのレ

ベルでは、危機管理室というのは当然のこと

のように設置されていますし、いろんなとこ

ろで、市でも危機管理室というのは設けて、

やっぱり市民の安全をどういうふうにするの

かと。先ほどの企画部長に答弁いただいた内

容でも、迅速に対応していかないかんとか、

自助・共助・公助の話もされていましたけど

も、今、現実問題として、橋本市は安全を早

急に、指揮系統のことをお聞きするんですけ

ども、今の体制で、市民安全課でやられてい

ると思うんですけども、その内容について再

度お聞きしたいんですけども。この危機管理、

要するに防災面で今、市民安全課では係ぐら

いしか担当されていないのかわかりませんけ

ど、各部局の連携とかというのはどういうふ

うに図られるのかなというふうに思いますの

で、その点、まずお聞きしたいと思います。 

○議長（中上良隆君）企画部長。 

○企画部長（吉田長司君）危機管理室の問題

でございますけども、これ18年９月の議会で

も提案されました。その中で、その当時は市

民安全課を中心ということで答弁してござい

ますけども、市民安全課だけでできるものじ

ゃございません。そういうことで、災害時の

指揮命令体制につきましては、その当時は旧

橋本市の防災マニュアル、防災計画があるわ

けでございますけれども、その中にうたわれ

てございまして、警戒態勢とか予備配備につ

きましては、市民安全課の中で、あと２、３

課も協力の中でやっていくということでござ

いますけれども、これが災害につながるとい

う対策本部が設置されましたら、市長直轄の

指揮命令系統になるわけでございます。 

 この考え方につきましては、19年６月に橋

本市新地域防災計画が策定されまして、その

中にもうたわれてございます。ということで、

危機管理室を設けて直轄のということでござ

いますけれども、そこまではいきませんけど

も、それに準じるような形の指揮命令系統に

つきましてはその中でうたわれてございまし

て、９月１日の防災訓練なんかでも想定して

やっているわけでございます。 

 ということで、河内長野市とか、できてい

るところのような十分な形ではございません

けれども、これにつきましては、機能はきち

っとするということで今のところは考えてご

ざいます。そういうことで、あとこれは質問

になかったわけでございますけども、防災行

政無線とか自主防災組織がいろいろ進行して

いく中で、次の組織の中で考えていきたいと

いうふうに考えてございます。 

○議長（中上良隆君）21番 上久保君。 

○21番（上久保 修君）答弁はそういうよう

な形で前回も聞かせてもらっているんですけ

ど、結局は初動体制のことで、地域防災計画

の中から、当然市長が中心となって対策本部

を設置して、いち早くそういう指揮系統がは

っきりできるようには組まれているかわかり

ませんけれども、市長も生身の体ですし、市

長が不在であったり指揮系統をできない場合、

副市長なり、また教育長ですか、そういう順

番があるみたいですよね。そやけども、ふだ

んのいろんな情報の収集に関しては、今の現

時点の職員体制で果たしてできているのかな

というふうに思います。急に、災害のときに

立ったときに、これ立ち上げまで、時間的に

見てどの程度まで考えておられるのかなとい

うふうに思いますけど。その点いかがですか。 

○議長（中上良隆君）企画部長。 
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○企画部長（吉田長司君）時間がどれぐらい

かというたら、具体的にちょっと申し上げに

くいことでございますけども、防災計画の中

には、風水害のときはどの段階でどういう対

応をすると、また地震のときはどういう対応

をするということですべて決められてござい

ます。ということで、初動につきましては、

予備的な警戒態勢に入るときにつきましては

市民安全課中心の警戒になるわけでございま

すけども、それも含めて市長と常に連絡をと

って、対策本部を設置するかしないかも含め

て連絡をとるような形をとってございます。

時間的なことを言われますと、ちょっとどう

かということがございますけれども。 

○議長（中上良隆君）21番 上久保君。 

○21番（上久保 修君）視察にあちこち行か

せてもらいました。お隣の河内長野市でもこ

ういった面、聞かせていただいて、その担当

者、要するに危機管理室の担当者が、少ない

人員ですけどもやることはたくさんあると言

うていました。実際市民の安全を守るために

は、そういうセクションも当然必要やと言う

ていました。 

 ほんで、何でシミュレーション的なことを、

地域防災計画一つだけでそういうような体制

をとっているのかなというふうに、答弁され

ますけども、ほんまに今、現実問題としてぐ

らぐらと揺れたときに、後でも聞かせてもら

いますけども倒壊する建物がたくさん出てま

いりますね。特に学校施設でもそうですし、

公共施設、橋本市の庁舎も僕は耐震の問題、

言わせてもらいまして、今診断もしていただ

いているようですけども、いろんなことが考

えられるわけですよ。 

 そうしたときにやっぱり日ごろのそういう

対策を、その各セクション、また市民の方に

もいろんな形で、今、全国的に見ましても、

「危機管理室」と検索するだけでごっつい出

てくるんです。そして、それを何回か見てい

ますと、やっぱりホームページなりやると、

いろんな形で出てくるんです。例えば事業の

概要であったり、それから気象情報のところ

であったり、もしものときとかいろいろとあ

るんです。土砂災害、また水害の対策とか、

このようにしたらどういうふうにするのかと

いうことが全部検索できるようになっていま

す。これ全部、すべて危機管理室が中心にな

ってやっています。それとか、ライフライン

のことですとか。 

 本来、今の市民安全課でどこまでやれてい

るんですか。それが僕ちょっと、よくお話を

聞かせていただくと、何か市民安全課の中で

防災もやれば防犯もやる。ＮＰＯもやる。ま

た警察等の連絡とか消防関係の連絡とか。僕

わからんのです、そこら辺が。やっぱり市長

がいつも言われている危機管理に対しての意

識というのは、ものすごくあるように、僕は

市長からの答弁もいただいておるわけですけ

ど。今、この危機管理室というのは、そうい

う意味では決して設置されても、専門的なこ

とと言われますけども、実際に橋本市でも、

今既に防災士取っている人いてるでしょう、

職員の中で。そういうふうにして育てていっ

てほしいんです。 

 そやから、今すぐに答弁いただきにくいか

わかりませんけど、本当に私だけこんなこと

を言っているわけじゃないので、議員の皆さ

んも、いろんな形で市民の皆さんから、自分

たちの安心・安全につながる問題としてどう

いうふうに取り組んでいただいておるんです

かと、そんな質問もされるんです、私たち。

そんなときに、橋本市の体制はこれこれこう

ですよと、ここまで体制をとっていますよと

いうふうにはっきりとした答えを、僕ら出し

てほしいなと、また言わせていただきたいな

と思うんです。お金がかかるとかそういう問
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題になるかもわかりませんけど、市長のやっ

ぱり市政の問題にも、市民の目から見たらそ

ういうふうに見られます。市長、何遍も言い

ますけど、生身の体ですので、それこそ指揮

が出せないときどうするんですか、そしたら。 

○議長（中上良隆君）企画部長。 

○企画部長（吉田長司君）ちょっと答弁の中

でいろいろ、こんなんしていますと言いまし

たので、ちょっと否定したような答弁になっ

たかと、聞こえたかわかりませんけども、初

めの答弁のとおり、次の機構改革で考えてい

きたいなというふうに考えてございます。 

 ということで、現在市民安全課の中に市民

安全係ということでやって、それに対応して

ございます。そういうことで、災害だけじゃ

なしに、食の安全も含めましてとかいろいろ

ございますので、その組織の充実も含めて検

討していくということでございます。という

ことで、今までは、検討した結果、まだ時期

早尚かなということはありましたので、次の

機構改革の中で検討していきたいということ

でございます。 

 以上でございます。 

○議長（中上良隆君）21番 上久保君。 

○21番（上久保 修君）この点はその程度に

させていただきます。前向きに検討していた

だきたいなというふうに思います。 

 続きまして、避難場所に指定されている

小・中学校、特に子どもたちがいつも教育を

受けている場ですし、避難場所に指定されて

いる以上は、やっぱりそんな有事のとき当然

利用されるわけで、何点かお聞きしています

けども、今、二次診断を平成20年度いっぱい

までかけてやるとおっしゃっていましたね。

現在、二次診断は小・中学校であと残り幾ら

かなというので、僕は一応３校ぐらいかなと

いうふうには聞いていますけども、答弁の中

では言っていただいていなかったので、再度

ここら辺の部分についてお聞きしたいのと、

それから先ほど二次診断の結果、３校ではＩ

Ｓ値が最低0.22、そういうようなことがある

というふうに言われていました。同僚議員も

昨年言われていましたように、２校の２棟に

ついても、やっぱり優先順位も、20年度終わ

ってからでは僕は遅いと思います。これ今こ

んなに議論している中でも、それこそあした

がないわけで、いつ起こっても不思議じゃな

いと言われているでしょう。そんなときに震

度６が来たら、必ず倒壊になります。 

 このＩＳ値、これは釈迦に説法かわかりま

せんけど、区分でＡＢＣＤＥまでくくってお

りまして、耐震診断の結果で概ね0.7以上とい

うのは、これは良好やというふうに言われて

いますし、それでもやっぱり危険度があまり

ないと、倒壊はされないでしょうという程度

なんです。今言うている0.22と言ったらこの

ＤとかＥの値になってきて、これは不良とい

う判定をされるんです。56年以前の建物とい

うのは、やっぱりあの阪神淡路大震災が起こ

りまして新建築法ができたということで、そ

れを基準としているわけですけども、橋本市

も11校の33棟があって、まさにその順位を決

めらんといかんという状況に来ています。 

 あと残りの二次診断を終わるまでもなく、

こういうふうに現実問題として出てきている

以上は、対応は、やっぱりすぐさま設計をす

るとか考えていかないと、僕も演壇で申し上

げましたように今議会の予算にも上がってい

ないでしょう。設計すら。対応が。そこ、全

体を見て進めないかんのかなとそういうふう

に思いますね。答弁ではそういうふうに受け

とめたんですけども。要するに危機的なこと

を考えれば、対応というのはもっと早いこと

せないかんの違うかなと思うんですけど。そ

の点、どうでしょう。 

○議長（中上良隆君）教育次長。 
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○教育次長（岸田茂利君）議員のご指摘はも

っともなことだと私ども思っておりますけれ

ども、しかし、昨年の９月議会、上田議員の

ご指摘にもございましたときにお答えをさせ

ていただきましたとおり、平成20年度で二次

診断が一応すべて完了しますので、その判定

結果をもとに規模とか財政規模とか等々総合

的に判断して、優先順位をつけて耐震補強工

事をやっていきたいというふうにお答えをさ

せていただいておりまして、現在でもその方

針でおります。そういうことでご理解をいた

だきたいと思います。 

 ちなみに、当初議員のほうから、岐阜県羽

島市の耐震化推進計画というこの資料もいた

だいて、読ませていただいておりますけれど

も、羽島市のほうでも16年度で一応診断の結

果を終わって、それから検討して、18年度か

ら４年間でいろいろ判定基準をもとに、優先

順位、規模、それから地域性等々を加味した

上で、優先順位ということで施工順序の計画

を立てておられるようでございますので、こ

ういったことも私ども参考にしながら市長部

局と十分煮詰めまして、できるだけ早いうち

に耐震補強にかかっていけたらというふうに

考えておりますので、よろしくお願いしたい

と思います。 

○議長（中上良隆君）21番 上久保君。 

○21番（上久保 修君）時間的に迫っていま

すので、そういうお答えしかできないのかな

というふうに思いますけども、これは先ほど

から指摘させていただいていますように、優

先順位をつけたときに、当然この建物の棟と

いうのは、優先順位の上位のランクに絶対出

てくるはずなんです。現時点でその対応を考

えて、また、その羽島市なんかの場合は、政

府が言っている、文部科学省ですか、そんな

ところから指針を出しまして、のっとってや

っているわけです。国は18年度からやりなさ

いと言うているんです、５年間で。それを私、

平成十四、五年ぐらいのときから耐震診断を

やってくださいよと、これ国が指針を示して

いますよということで申し上げましたら、15

年度からやっていただいて、14年のときには

僕、言って、すぐさまやっていただいていま

すけども、何せ棟数も多いですし、費用もか

さんで、そういうことかもしれませんけども、

やっぱりそこら辺の対応も、全体の予算の組

み方もそうなんですけど、優先順位とは単に

建物の分だけじゃなしに、予算組みをすると

きにでも、当局にしても、ちょっとお聞きし

たかったんですけど、やっぱり事の優先順位、

要するに危機的な意識を持って取り組んでい

ただければ、こういうのは当然既に終わって、

この平成20年度あたりから、ランクから言っ

たらその33棟の中で当然やっていかないかん

という部分については、上位のところから手

だてをしているはずなんです。20年度でやり

ますと、これ21年度に入ってきますね。そこ

でまた新たにいろんな条件が重なってきて、

予算も思うようにとれないということになっ

てくると、今現在そういう危ないところで現

実問題として教育を受けている児童たち、ま

た保護者から見て、気が気やないと思います

よ。市長自身も、やっぱり背筋が凍るような

思いをしているん違いますかね。もしも何か

あったときに、ほんまに市民からものすごい

避難を受けるん違いますかね。そこら辺も考

えていただいて、あまりあれですから、次の

問題に行きたいと思います。 

 自動体外式除細動器、これ当初予算で市長

の説明もありましたように、以前から、僕も

５年ぐらい前から言わせていただいて、やっ

と中学校７校、公共施設４箇所ですか、つけ

ていただくようになりましたけども、これの

契約に至った経緯、もう少しお聞きしたいと

思います。 
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 レンタルとリースの違い、当然これ違って

きます。現在、橋本市の市庁舎に２台置いて

いますけど、これはレンタルでやっています

よね。今回の予算の計上に当たっての説明の

中ではリース契約していますね。和歌山県内

においても、有田市はこれレンタル契約で一

括で契約しまして、単価は4,300円ちょっとぐ

らいです。機種もいろいろありますけども、

同じような機種を選ぶとしても、その程度で

いけます。そやから、今11台合わせると、う

ちと23万ぐらい違ってくるんです。小学校の

施設14校つけていただくのに、後プラスすれ

ば大いに変わってきますし、健康課で今やっ

ていただいているレンタル契約も１年契約で

すので、ちょうど時期的に見て設置できやす

いような状況になっていますので、一括して

そういう契約をする方針というのは、持って

いかれないんですかね。 

○議長（中上良隆君）財政課長。 

○財政課長（北山茂樹君）本市のＡＥＤの20

年度の予算でございますけども、予算につき

ましてはレンタルの予算で費用を計上してお

ります。一括すれば安価に上がるのではない

かというご指摘でございますので、私どもも

そう思っておりまして、経費の削減の面から

考えますと、やはり一括発注ですべきであろ

うと考えております。したがいまして、発注

するときには教育委員会等と調整をいたしま

して、一括発注の方向で考えてまいりたいと

思っております。 

 以上でございます。 

○議長（中上良隆君）21番 上久保君。 

○21番（上久保 修君）ここに説明の用紙を

持ってきております。市長が長々と、ずっと

今議会の説明をされています。この中では、

機器のリース料として72万2,000円をそれぞ

れ計上しておりますと書いていますね。ここ

ら辺は、今、答弁いただいた分とまた違うん

ですけども、リースとレンタルははなから違

います。ここら辺の認識というのは、当局、

どういうふうに認識されているのか、まず。 

○議長（中上良隆君）総務部長。 

○総務部長（中山哲次君）まず、リースとレ

ンタルということで、リースにつきましては

分割払い的なものということでございます。

橋本市が本来必要とするものを購入せずして、

一たんリース会社が購入して、それを借り受

ける形ということで、所有権はリース会社と

いうことです。補修費用につきましては橋本

市持ちということで、橋本市の場合はだいた

いコンピュータ関係が非常に多ございます。 

 それから、レンタルということになります

と、もともとレンタル会社が持っております

ものを橋本市が借り受けるという形で、補修

費用についてはレンタル会社持ちということ

で、橋本市の一例を申し上げますと、コピー

機とか車等が多いという現状でございます。 

 以上です。 

○議長（中上良隆君）21番 上久保君。 

○21番（上久保 修君）もう少しで時間がま

いりますけども、そのように全然レンタルと

リースの違いがあります。せやから先ほど、

この市長の説明、これ間違いですよね。レン

タルですよね。これは一応訂正しておいてく

ださいね。リース契約でと言われていますか

ら。 

 本当にリースというのは、機械の代金をた

だ単に分割して支払っているというような状

況で、メンテナンス費用というのはリースに

はありませんね。言われたように。レンタル

はメンテナンスの面もすべてちゃんとなって

いますし、それから要するに所有者、貸し側

に管理あるのか、借り側に管理あるのかとそ

の違いはあります。だから大きく違うんです。

そやから一括してこんなん契約すれば、今７

校と44箇所だけじゃなしに、ほんまに必要と
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される小学校までの施設もあと14校ですし、

検討していただきたいなというふうに思いま

す。ちょうど時期的に見て、健康課で持って

いる２台も含めて、すべてやるとそれだけ違

ってくるんです。先ほども申し上げましたの

は、11台で計算すると有田市と23万違うんで

す。72万というあれから言うたら。そこら辺

の経費的なことも考えるのであれば、１回検

討していただきたいなというふうに思います。 

 住宅のほうもお聞きしたいんですけど、一

つは住宅の困窮者に対しての当局の取り組み

として、今、現実問題として、政策戸数に関

しては100何戸とおっしゃっていました。これ

も耐震面とかいろんなことを考えて、改修の

計画もちょっと立てられないし、はっきり言

いまして、ストック計画がまだ立てられてい

ないんでというようなご答弁をいただいてい

るので、一つお聞きしたいんですが、そのス

トック計画というのはいつごろまでにでき上

がって、私たちに示していただけるんですか。 

○議長（中上良隆君）建設部長。 

○建設部長（坂本信良君）一応大まかな内容

等については現在まとまっておるんですけれ

ども、本会議で市の長計が上程されておりま

す。その中で計画人口が出されてございます

ので、その計画人口をもとに将来的な市営住

宅の需用戸数の推計をした上で必要戸数を出

すということになりますので、６月の議会に

は説明できるということで目標を定めて作業

を進めてございます。 

○議長（中上良隆君）21番 上久保君。 

○21番（上久保 修君）そしたら、市長にお

答えをいただいていませんので。 

○議長（中上良隆君）いや、時間がありませ

ん。 

○21番（上久保 修君）ありません。わかり

ました。市長だけ、聞いておってください。 

 ２点、２項目通告させていただいて、市民

の方からいろいろとご相談なり指摘をされて

いますので、今回質問させてもらいました。

こういう市民の思いも受け取っていただいて、

早急にその対応をしていただきたいなとそう

いうふうに思います。 

 以上です。 

○議長（中上良隆君）これをもって21番 上

久保君の一般質問は終わりました。 
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